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1　はじめに
　（一）仮装（simulation）は，契約の締結において現実（r6alit6）を隠蔽するために当事者が相通じ
て虚偽の外見（表見）（fausse　apparance）を作出することにある。それは通常，隠蔽された秘匿行為
（acte　secret　　秘密行為）ないし，その現実の合意（convension　r6elle）に現実と異なる表現形式
（repr6sentation　formelle）を付与する場合に起きる。そのように現実と異なる表現形式が付与された
外形行為（acte　ostensible　一明示行為）すなわち見せかけの，虚偽の，仮装（された）行為（acte
simu16　　わが国でいう虚偽表示に該当する）には，その効果が現実の合意により修正ないし削除さ
れることとなる外見上の合意（convention　apparente）が存する。しかし，上記のうち現実の合意が
ないときもあり，現実という事実そのものと仮装行為との対立ないし矛盾を予定する場合もある（’）。前
者の場合を相対的仮装（simulation　relative），後者の場合を絶対的仮装（simulation　absolue）と称
することができる。なお，仮装には，その行為自体の存在に係わり，外形行為の効果の全部を排除す
る場合すなわち擬制（fiction）がある場合（例えば，他人のために占有する不動産をその他人との問
で仮装売買する場合），その行為の性質に係わり，外形行為の効果の全部を排除することなく，その性
質を変更する場合すなわち偽装（d6guisement）がある場合（例えば，贈与を隠して偽装売買する場合），
および契約当事者に係わり，他人の仲介がある場合（例えば，夫が妻名義で売買する場合）などが考
えられる②。
　（二）仮装は，フランスでは一般的に，法律行為の無効原因ではない。これは，仮装はそのことだ
けを理由として無効とならないというローマ法の原理に基づくものである。すなわち，仮装は本来的
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に中立性（neutralit6）を有し，その結果，違法なものとは一概にはいいえないのである。合法的な目
的および原因を保持する全ての合意は，合意の当事者を義務づける（民法典1134条）。法律は当事者間
で交わされた約束（parole）を実現できるように保証するからである（3）。従って，仮装は当事者双方の
合意により有効に確立することができる。しかし，当事者間の関係は，外見上の合意と同時に結ばれ
た秘密の合意（両方の合意が同時に結ばれること，すなわち，その同時性（simultan6it6）が仮装の成
立要件とされるが），または事実の現実によって規律されることになる。実際上，法的効力を付与すべ
き合意は，契約当事者の意図（intention）すなわち真実の意思に基づくものだからである（民法典1156
条参照）。また，そのことが民法典1321条で，内密の証書たる「反対証書（contre・lettre）は，契約当
事者間においてでなければ効力を有しない。反対証書は，第三者に対し効力を有しない」と定める趣
旨である（特にその前段であるが）。その後段は，内密の合意である反対証書は第三者に対抗できない
という意味に理解されている。そのほか，民法典は，登簿された夫婦財産契約の修正（1396条），受贈
無能力者のための無償贈与についての有償契約による仮装行為（911条），夫婦間での制限超過贈与
（1099条）についての秘匿合意は，各制度の本来の規制を逸脱する違法なものとして，当事者間および
第三者に対しても効力がないものと定め，それらの行為を禁止している。
　（三）仮装をする目的は多種多様である。仮装は，古くから，一般に詐害的目的（but　frauduleux）
を遂げるために利用されてきた。仮装が，第三債権者，転売による転買人など特定承継人，相続人な
ど一般第三者，および脱税（fraude　fiscale）などによる特定の法律や国，公共団体などを詐害する目
的で行われることが極めて多い。従って，「仮装は，詐害（fraude一欺隔）にほかならない」とま
でいわれてきた。これすなわち詐害的仮装（simulation　frauduleuse）と称することができる（4）。
　しかし，そのような仮装行為は，目的ないし原因が欺隔であるのであって，仮装すること自体が，
詐害ないし欺隔の性質を必然的に有しているのではない。この意味で，仮装は中立的である。仮装行
為にも，それによる合意に基づく債務の実現を助けるに値する誠実性（sins6rit6）を備えた合法的なも
の（16galit6）もある。例えば，遣い込みをした従業員に対し，世間から遣い込みの事実を隠蔽し，そ
の遣い込み分を消費貸借上の債務として経営者がその債務承認書に署名させた場合などである。この
場合の合意は，真正の原因（v6ritable　cause）が債務承認書による合意という外形上の仮装行為によ
って隠され，表面上には擬i制的原因（cause　fictive）ないし仮装された原因（cause　simul6e）が現れ
た行為である。このように，仮装行為には，道徳的にも法律上においても，なんら非難されない原因
ないし動機によることもある。すなわち，何らかの思いやり（charit6），慎み（discr6tion），良心のと
がめ（scrupule　de　conscience）などの感情をいだき合意を締結する場合に仮装行為を計画することが
多い（5）。
　このように，仮装は，実際上，契約締結に際して当事者がいだく多様な意図を実現するために役立
てられており，法律上においても，合意の存在，性質および諸要素（例えば，その原因（cause），目
的（objet），当事者（parties）など）を分解し再生する法的装置（m6canisme　juridique）として有用
な場合も少なくない（6）。従って，仮装により合意がなされたからといって，合意の価値を先験的（a
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priori）かつ概括的ないし抽象的に判断づけられるべきものではない。他の立法例としても，仮装行為
が第三者を詐害する意図を持たない場合は有効とする例もある。そのような有効な仮装を合法的仮装
（simulation　licite）と呼ぶことができる（7）。
　（四）仮装の成立および効果は，意思自律（自治）（autonomie　de　la　volont6）の原則と表見理論
（th60rie　de　1’apparence）との調整により支配される（8）。当事者の一方が他方に対して術策を弄する詐
欺（dol）とは異なり，仮装行為は，通常，当事者間では少なくとも真実の契約すなわち秘匿行為につ
き意思の合致がある。この場合，外見上の合意と秘密の合意の双方が有効に成立すると結論づけるこ
とのほうが，意思自律の原則をより徹底し，合意主義（consensualisme）の要請に合致し，より当事
者の意思の尊重に寄与すことになるのではなかろうかと思われる。脱法（fraude　a　la　loi）行為や第
三者を詐害するなど違法な（illicile）ものでないがない限り，仮装は，外見契約および内密契約ともに
有効とされるべきこととなる。しかし，それらの有効性は，表見理論により外見契約への第三者の信
頼（信用）保護のために制限される。
　（五）　本稿は，上記のように，フランス民法典の起草者が，仮装が即座に契約ないし法律行為の効
力を左右するものとは考えず，従って，仮装行為を原則的，抽象的に無効（nullit6）原因とする一般規
定を置かず，個別の必要事項につき規定するにとどめたるに至った経緯および理由について探るため
に，以下において仮装に関してのローマ法およびフランス旧法を素描するものである。
ll　ローマ法
　（一）仮装は，初期のローマ法の下では考慮される余地がなかったといえる。ローマの初期の立法
の下で法律上の拘束力を有する行為は，厳格な形式主義（formalisme）により行われ，拘束行為
（nexum）など法律上定められた一定の方式によらなければならないともされていた。厳格な形式主義
の下においては，意図する行為が所定の形式を満たしているかどうかが重要であって，どのうような
意思で行為をしたかということは重要なことではない。従って，為さた要式行為の背後に真実の意思
ないし行為が隠されていても，それらは一切考慮されることなく，公にされた形式行為により効果が
付与されていた（9＞。すなわち，合意の法的拘束力は全て，公にされた外見行為に付与され，秘匿行為を
実現することは実際上不可能であったといえる（1°）。
　（二）文化の発展，財の増加につれて，生来，保守的であるといわれるローマ人も，それまでの定
型的かつ厳格な契約では満足せず，旧来の形式を用いて，いわば一種の法的擬制（fiction　16gale）に
より新たな必要性を満足させた。例えば，u一マ法下の握取行為（mancipatio）は，元来，物の売買
の方式であるが，物の貸借，婚姻などにも使用されていたし，銅および衡による遺言（testarnent　per
aes　et　libram）が養子縁組，親権開放のために使われていた。さらに，奴隷開放のための法定譲渡（in
jure　cessio）が後見の委譲，物権の譲渡に用いられた（II）。
　ところで，これらの法的擬制は，表見的擬制行為（acte　fictif　apparent）と称することができるが，
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これは旧来の方式を利用して本来の目的を遂げるものであり，旧来の行為の通常の効果を歪曲させ，
新たな法的効果をもたらすが，必ずしも契約当事者双方の通謀によらずとも一方に意思により実現す
ることができたし，また借用した表見行為のほかに，これを修正する秘匿行為を必ずしも想定するも
のでもない。これらの場合も，広義では仮装の一種であるということもできなくはないが（12），元の厳
格な要式行為の形式の緩和または多目的利用による有効な行為として活用されていたことから，固有
の意味での仮装ではないと解せられる（’3＞。
　（三）取引の便宜，契約当事者間の信頼性の醸成が培われるにつれて，当事者の一方の意思に付与
された厳粛な儀式的形式（forme　solennelle）による合意方式が，徐々に後退する傾向が生じ，いかな
る形式（formalit6）も備えていない契約でも合意があれば，それに効力を付与する方法が考案された。
しかし，依然として，完全には形式主義的契約を廃止することはなかった。契約の形式および効果を
当事者の意思を最優先して決する合意主義的契約（contrat　consensue1）の出現がローマの古典期にも
たらせた。この変遷は，固有の意味での仮装（simulatio）の出現でもあった。古典期の多くの学説お
よびユスチニアヌス法典のなかに仮装に関する，あるいは個別的，あるいは一般的命題を見出すこと
ができる。
　古典期ローマ法における多数の法文において，仮装の利用は，一般的にそれが法律を欺隔する場合
を除き，仮装は，仮装だからと言うだけの理由により，無効原因となることはないということが確立
されていたといえる。しかし，真実行為ないし事実を尊重する立場から，擬制または仮装された行為
すなわち表見行為は，なんらの効果ももたらさないが，秘匿行為ないし隠蔽された行為（acte　secret
et　dissimul6）は，真実行為として法律上の要件を満たす限り有効であるとしていたといえる（14）。
　ユスチニアヌス法典4編22章表題では，〈現実に行為されたことは，仮装のために用いられた文言よ
りも勝る（plus　valere　quod　agitur　quam　quod　simulate　concipitur）〉という原理を明確にした。こ
の原理は，契約において文言よりも真実（veritas）に基づいて解釈しなければならないという解釈原
則のほか，人の仲介による場合，および真実の形式を他の形式により仮装された行為（acta　simulata）
の場合に適用され，真実の行為ないし契約の真実の目的こそが唯一効力を保持することを明らかにし
た。さらに贈与が売買の形式でなされた場合についても，使用取得（usucapion）の観点から実行性を
保持するのは贈与であって，売買ではないとした㈹。
　ウルピアヌス（Ulpianus）は，廉価による賃貸借につき，それが実は贈与を隠蔽するものであるが
ゆえに，賃貸借の不存在をもたらすと述べる（’6）。モデスチヌス（Modestinus）およびパウルス（Paulus）
も，仮装契約（contractus　simulatus）ないし仮装売買（venditio　imaginarii）につき，絶対的仮装で
あるような場合には，現実たる事実に合致しない仮装された行為であるから，最初から何らの効果も
生じない，合意の不存在を来すもであると指摘する（’η。
　さらに，法律上禁止ないし制限されているのに，それを脱法するために仮装行為を利用し，秘匿行
為ないし隠された行為が無効となる法文は多々ある。例えば，父ないし夫など行為能力者を仮装人に
したてて，法律で行為能力が制限されている家子（fils　de　famille）への金銭貸与（s6natus－consulte
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Mac6donien），他人のためにする妻の契約を仮装行為により遂げる場合（s6natus－consulte　Velleien），
および，妻の嫁資不動産の処分等の禁止を逸脱した夫の処分または抵当がある場合（loi　Julia）などで
ある。夫婦間の贈与の禁止に反し，その目的をとげるために，第三者を仲介させ贈与した場合，その
贈与も無効である。また，独身者に遺産の受領能力を認めない規定（loi　Julia）を回避するためにした
仮装婚姻（nuptioe　simulatoe）も無効である（18）。
　要約すれば，ローマ法では，真実の合意ないし事実が尊ばれ，それが絶対的効力を有していたとい
える。すなわち，仮装行為を排除するために，当事者および第三者は，法的利益を有する限り，訴え
を提起することができ，仮装が証明されれば，絶対的仮装については，当該仮装行為は無効となり何
らの効力もない。これに対して，相対的仮装は，秘匿行為が当事者間および第三者に対しても効力を
有し唯一実行されるべきものとなる（19）。
lll　フランス1日法
　（一）　フランク法はyローマ法の初期と同じく法律上の拘束力を有する行為は厳格な形式主義の下
で取り交わされ，仮装が問題となることがなかった。法的効力のある債務は，そのほとんどが不法行
為上のものであり，合意上の債務の種類は僅かであった。契約は，信約などごく限られた種類のもの
しかみとめられなかったが，厳格な儀式的（solennel）方式により行われ，当事者の意思の表示は契約
を構成する一定の物理的所為（fait　mat6riel）により行われていた。その後，フランク時代の交換の
形式が贈与に，売買の形式が婚姻に，全財産の贈与ないし遺贈の形式が養子縁組に用いられていた。
　（二）　フランス中世におけるローマ法のルネサンスによるローマ古典期の法，および意思の尊重を
唱える教会法の影響を受け，13世紀頃になると，形式主義的契約に加えて意思主義的契約が徐々に浸
透してくる。仮装に関しても，ローマ古典期にみられた法文，学説が，南部のローマ法地域はもちろ
んであるが，北部の慣習法地域においても学説として現れてくる。
　ダルジャントレ（D’Argentr6）は，北部慣習法の注釈のなかに仮装に関するローマ古典期にみられ
た種々の法文を引用する。ダルジャントレによれば，仮装された行為（acte　simul6）すなわち虚偽の
行為と，隠された行為（acte　dissimu16）すなわち真実の行為とを明確に区別し（〈simulamus　falsa，
dissimulamus　vera＞），さらに絶対的仮装と相対的仮装とを区別する。絶対的仮装というのは，いかな
る真実行為も隠されていない場合であり，なんらの効果も生じない無効な契約とし，従って移転税
（droits　de　lauds　et　vente　　譲渡税）を契約のために支払う必要なしというものである。これに対
して，相対的仮装というのは，契約の性質上においてだけの仮装であり，真実行為として効力を保持
する必要性のある場合であり，従って真実行為がもたらす移転税を支払う必要があると評価するもの
である（2°）。
　ドユムラン（Dumoulin）は仮装された種々の行為を三分類する。すなわち物（〈dere　ad　rem＞），契
約（＜contractu　ad　contactum＞），および人（〈persona　ad　personam＞）についての仮装行為がある
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という。彼によれば，真実行為だけが，それが公の秩序に関する法律に反していない限りにおいて，
効力を有する（21）。
　（三）アンシャンレジーム期にローマ法の大原則に対する反動が生じた。その反動は，17世紀に遡
ることができる。すなわちr633年の5月と12月に出されたパリのパルルマンの二判決は，反対証書は
第三者に対抗することができないと決したのである。これまさに現行民法典1321条の原理である（22）。
その二判決は，定期金（rente）の支払を負担する義務を土地に設定するが，これは単に地代権利者を
喜ばせる目的で設定されただけで実際には一切地代の支払われないことが反対証書に盛り込まれてい
たのに，地代権利者が定期金の受領権を第三者に譲渡した場合について，秘密の合意は第三譲受人に
対抗できないとした事例である。
　この原理を理論的に発展させたのはローマ法を精緻に分析し独自の理論を展開する，ドマ（Domat）
であった。ドマは，法律を欺隔する場合のほか，債権者を詐害する目的でなされた仮装された行為も
無効であると指摘し（23），さらに，反対証書は第三者に対して効力がないということを提唱した。すな
わち，「反対証書とは，共同契約者が合意を分ける証書であり，それは，共同契約者が反対証書により
表明した事項を合意に含ませたくない場合になされる。律って，契約〔合意〕・と反対証書との間に生
ずる矛盾は，契約を完全に破壊するものでなはくして，契約を制限し，または，当事者が契約で為そ
うとした事項について修正をもたらす（相矛盾する二証書は矛盾証書（actes　contraires）と称するこ
とができるが，ここでの反対証書と混同してはならない。前者は，証書間で相互に破壊しあい，その
結果，対立し，一方からも他方からも逃れることになる）。例えば，売買契約において，売主が全ての
追奪（6viction）を担保する義務を負う場合で，かつ反対証書によって売主はその所為または合意事項
しか担保しないことを認めることを買主が承認している場合，この二つの合意の矛盾は，その一方ま
たは他方を完全に一掃する効果を有するものではない。というのは，契約は反対証書により定められ
た条件で存続するというのが当事者の意図だからである。同様に，一定額の支払債務を負う債務者は，
債権者の表明により，その半額しか債務を負わないとされている場合には，その表明された証書にも
りこまれた事項しか債務を負わない。反対証書が，表明または変更される証書と同一の日付が打たれ
ていても，反対証書は，先の意思を取消ないし排除される第二の意思と見倣される」。「前条に述べた
法理が反対証書のあらゆる種類に分け隔てなく通用すると理解されるべきではない。その法理の［通
用性］は如何なる他の第三者の利益も害することなく，契約当事者間でその効力を保持しうる場合に
限られる。反対証書および全ての秘匿証書（行為）は，それが契約に抵触し，または何らかの修正を
もたらす場合，それにより利益が害される第三者に対して何らの効力もない。例えば，息子を婚姻さ
せた父親が，その息子に婚姻のために一定額の金銭，土地，または，ある負担を贈与［その約束］し
たが，裏では，その息子に反対証書を付与し，その贈与はそれよりも少ない金額でしか価値がないと
か，土地または負担の［贈与の］代償として約束の一定額を［父親に］返却することを約する場合，
その反対証書は，その妻，その婚姻から生まれた子，および，その息子の債権者など利害関係を有す
る第三者に対してなんらの効力もない。というのは，その［反対証書の］合意は，善良な風俗（bonnes
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rnoeurs）を害する不誠実なこと（infid61it6）だからであるし，［元の契約への］信頼（foi）は，その
婚姻を反対証書の条件付で同意したわけではない妻やその親族ばかりでなく，その欺岡に関係するす
べての第三者に対しても払われるからである。個々人が家族だからという安易さから共同謀言義により，
そのような証書により誤解に陥れることになるような悪い習慣（mauvais　usage）を抑制するのは，公
益（int6ret　public）を擁護すためである」という（24）。このような考えはローマ法にも存しない新たな
法であっただけに，学説および判例の批判をあびることとなった（25）。
　フェリエール（Ferri乙re）は，反対証書が特定日付つきで公証人により作成され，または裁判所で承
認された場合には第三者に対して信頼をもたらすと主張し，その第三者への効力を認める㈹。同様に，
デニザール（Denisart）も，「仮装された行為は，当事者が為そうとした意図とは異なった文書を保持
している場合に生じる」ものであり，「仮装された契約は，見せ掛け（feinte）であり真実ではないか
ら無効である」とし，隠蔽された真実の証書である反対証書の効力を保持しなければならないという。
しかし，第三者への反対証書の効力を保持するためには，反対証書の正本（minute）が公証人により
作成され登録されることが必要であると主張する（27）。
　（四）　これらの傾向に対して，ローマ法の仮装に関する原則を敷衛し，非常に興味深い分析をする
のが，ポチエ（Pothier）である。フランス中世法では一般に利息付の金銭の消費賃借が固く禁じられ
ていた（ただし，利息がいわゆる賠償（conpensatoir）の性質を有する場合は別である）（28）。この禁
止を脱法する目的で，詐術が用いられていた。これがいわゆる偽りの契約（contractus　mohatrae）と
呼ばれるものである。例えば，金銭の消費貸主が，自己の所有する，ある物を期限付で一定額の金額
（貸与額に相当）を定め借主に売却し，即座に，その物を一定額以下の割引き金額（例えば10％引き）
で借主から買戻し，その割引き金額を借主に支払い，後日，期限の到来の時，借主から元の一定額の
金額の支払いを受けるものである。両者の差額ないし割引額が利息に相当する。ポチエは，「この契約
においては，売りましょう買いましょうという真実の意思がないというよりも，汝が私に期待する一
定額の金銭についての，私に行った高利貸し（pret　usuraire）を売買契約という虚偽の表（外）見に
より偽装することであるということは明かである。そのわけは，私が汝に，ある物一実は私が汝に
現金払で再び売却した物であるが一それの売買契約と称する契約によって支払うべき義務を負っ
た価額を汝が私に請求する場合，無効と宣告され，または仮装であるその契約を考慮することなく，
私は汝から受領した一定額だけを支払い，汝の請求から開放されるべきであることを主張することが
認められるであろう」という（29）。すなわち，その一定額の支払いを受けられない場合，その支払いを
求めて訴訟をしても脱法的仮装による契約の無効により実行性がなく，貸主は借主から，すでに交付
した割引き金額の返還しか受けられないというものであり，偽りの契約と呼ばれる所以がそこにある。
　さらに，ポチエは，利息付の消費貸借契約の禁止を潜脱するために次の三種の契約を結合し，元金
1万リーブル，5％の利息付の金銭消費貸借契約を仮装する事例を示す。すなわち，「第一に，私が卸
売商人（n6gociant）と結ぶ組合契約（contrat　de　soci6t6）である。同商人は，すでに3万リーブル
の営業財産をすでに所持しているが，私を，私がその組合に出資した1万リーブルと引換えに，その
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営業につき4分の1の割合分で組合に加入させる。第二に，同商人が私に対し，その組合に出資し，
組合の存続期限の末に，その資金を返却する義務を負う1万リーブルの資金を保証するために締結す
る保証契約（contrat　d’assurence）である。その保証契約は，私としては，私が彼に組合における私
の持分につき期待する理由のある，組合収益の特定分を譲渡することを条件として付けられる。例え
ば，組合における私の持分が年間，およそ12％の利益を生むだろうと期待する理由がある場合，多か
れ少なかれ私は彼にその半分を放棄する。第三に，私が同商人に対して，保証された組合における私
の資金，および私が期待した利得の全てを売却する契約である。この契約は組合の存続期限の末に，
その資金を返却する義務を負う1万リーブルの代金に，弁済の時までの年利息500リーブルをそえて実
現されることが条件とされる」。この事例について，個々の契約はもとより違法ではないが，ポチエは，
「この合意が実際上，私が1万リーブルにつき商人になした利息付消費貸借である以外のなにものでも
ないことを理解するのに，どのような洞察力も必要としない。この合意は，裁判所（人間）による裁
き（for　ext6rieur）にしろ良心による裁き（for　de　la　conscience）にしろ暴利と宣言されなければな
らない。従って，その利息は元本に繰入れなければならない。その合意が含む，いわゆる三種の契約
は利息付消費貸借を偽装するために仮装された契約でしかないことはあきらかである」とし（3°），躊躇
することなく，そのような結合された契約はいずれも無効であると結論づける。
　同様に，ポチエは次のようにいう。夫が別れた妻に，父親がその子になど，法律上ある者への贈与
が認められないので，その者にきわめて安い値段で売買する場合，一般に，当の売主には，売る意思
を有せず，贈与の意思により，かつ，売買契約という偽りの表（外）見により贈与を偽装するものと
推定される。夫が別れた妻に非常に安い値段で相続財産を売却した場合，その相続人は，売買価格を
返却して，相続財産の占有を回復することができると……」（3’）。
lV　革命期の法
　（一）大革命期の中間法においては，反対証書を租税の観点から規制するにとどまった。それに関
して，この期にいくつか法律が制定された。すなわち，それは登録税法（droits　d’enregistrement）に
関する1790年12月19日法律，共和暦6年ぶどう月9日法律，および共和暦7年霜月22日法律などであ
る。共和暦7年法律の第40条は，「私署でなされた全ての反対証書は，それが公的証書（acte　public）
または先に登録された私署証書において定められた価格の増額を目的とする場合，無効と宣言され，
かつ，無効の効果をもたらす。しかるに，その存在が確認される場合には，そのように「公的証書等
で」定められた数額または価額に加えて，その租税額の三倍を追徴金（amende）として請求される」
と規定する。
　（二）民法典1321条の反対証書の第三者対抗不能規定に関して，同条文の趣旨説明に当ったビゴ
ー・ h・プレアムニュ（Bigot　de　Pr6ameneu）は，「契約当事者はその義務を勝手に取消または変更
することができる。しかし往々にして，契約当事者が元の約務に戻る場合，とりわけ，その約務が形
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成されたと同時にそれがある場合，そこには可責的意図があることが多い。すなわち，それは表見的
に誠実らしく見える行為によって，第三者を誤解に陥れる意図である。このことが，反対証書を一般
的かつ一様に禁止する理由ではない。契約当事者は契約を形成したと同じように，その約務を解消す
ることができる。契約当事者の自然的権利および第三者のそれは，反対証書が当事者間においてでし
か効力を有せず，かつ，第三者に対しては対抗できないと定めることで，維持される」という。さら
に，ジョベール（Jaubert）は，その反対証書について，その行為の物質性（mat6riel）と，それに至
った道徳性（moral）とに分けて考えるべきであると提案する（32）。
V　おわりに
　（一）　フランス法における仮装は，以上から，ローマ法の伝統を維持しながらも，それを大きく修
正したアンシャンレジーム期の判例および，その立場を支持する学説を踏襲するものであることが明
瞭となった。すなわち，フランス法は，ローマ法における真実の尊重を重視しながらも，その真実の
尊重は当事者間にとどめ，第三者に対しては，その真実の尊重は制限されるという主義をとる。仮装
された行為と真正な内密の行為が併存する仮装においては，仮装された行為はその行為の全部または
一部に嘘（mensonage）はあるが，その詐害を擬制ないし推定してしまうものではないから，真正な
内密の行為を含む仮装全体を無効とする主義はとらない（33）。少なくとも真正な内密の行為を有効とす
るローマ法以来の原則を忠実に保持するが，第三者を詐害するような場合には，その効力を制限し，
その例外を設ける主義である。フランスでは，仮装は一般的に，見せ掛けと内密の真実との問に齪飴
があり，虚偽が存するものではあるが，あえて，そうすることを望む当事者の意向を尊重し擁護する
べきものと考えられている。しかも，その見せ掛けは，内密の真実により当然に修正を受けるものと
して当事者は仮装の行為に及んでいるのであるから，その意向を尊重し，最終的には内密の真実に基
づき当事者間の関係が法的に保持されるのである。
　（二）虚偽表示には，詐術的のものと誠実なものとがある。虚偽表示が虚偽だけを理由にして全て
を無効と判断することはできないように思われる。わが国の民法94条は，その全てを無効とするが，
その追認の可能性にとどまらず，さらに，完全に最初から有効な場合をも考える余地が残されている
ように思われる。
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